
Reasonable
accommodation

産業医科大学 立石清一郎



Reasonable Accommodation
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障害特性と環境が合っていない
⇒「申し出」に基づく配慮

事業者が「合理的な」
範囲で改善を検討

障害は社会の側に存在（障壁）

障壁の変更・調整
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治療と仕事の両立支援を行うに当たっての
留意事項（ガイドライン3ページ）

① 安全と健康の確保（安全配慮）
② 労働者本人による取組（自己保健義務）
③ 労働者本人の申出
④ 治療と仕事の両立支援の特徴を踏まえた対応
⑤ 個別事例の特性に応じた配慮

⑥ 対象者、対応方法の明確化
⑦ 個人情報の保護
⑧ 両立支援にかかわる関係者間の連携の重要性
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Reasonable accommodation
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検討されるReasonable Accommodation

• 腹痛
–しばらく休職する
–終日休む
–半日休む
–腹痛が出そうなら休む
–適宜休憩をとる
–根性で頑張るので見守ってほしい
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業務や経営
の影響

体調の影響

「本人の申し出」を受けて合理的な範囲で事業者と『合意』

幅広い選択肢

２．申し出

３．合意形成１．症状（障害）

より医療的 より企業的
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本ガイドラインが対象とする疾病は
、がん、脳卒中、心疾患、糖尿病、
肝炎、その他難病など、反復・継続
して治療が必要となる疾病であり、
短期で治癒する疾病は対象としてい
ない。
新たな用語が必要か？

身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を
含む。）その他の心身の機能の障害（以下「
障害」と総称する。）がある者であつて、障
害及び社会的障壁により継続的に日常生活又
は社会生活に相当な制限を受ける状態にある
もの
対象：身体障害者、精神障害者、知的障害者
（発達障害や高次脳機能障害を含む）、難病

Reasonable Accommodationの注意点
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≪国際標準≫
障害者権利条約

障害者の定義：長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な機能障害であって、
様々な障壁との相互作用により他の者との平等を基礎として社会に完全かつ効果
的に参加することを妨げ得るものを有する者を含む
ADA（アメリカ人障害者法）やDDA（障害者差別禁止法）ではがんなども対象

≪行政用語≫
障害者基本法、障害者雇用促進法

≪両立支援≫
両立支援ガイドライン
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参考：アメリカ糖尿病学会
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職場の人の心配
「本当に働かせていいかどうか」
• 働かせることで「安全配慮義務を果たせないので
はないか」 ⇒医学的禁忌事項を伝える
– 働かせて具合が悪くなったらどうしよう（類型１）
– 事故とか起こしたらどうしよう（類型２）

• 給料分の仕事をしてくれないと困る
– 「●●させない」ということばかり書かれると、仕事
させられない。（『できること』を書いてほしい）

– 極端に仕事が少ないと上司・同僚に負担が集中する（
公平性の問題）
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両立支援復職ガイダンス
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安全配慮

Reasonable
Accommodation

要求業務の
大幅な変更

・本人の直接的な健康被害
・他者を巻き込む事故の発生
について評価する

懸念あり

懸念なし

懸念なし

・障害に対するバリアをなくす
・本人の申し出を検討する
について評価する

予見可能性、結果回避可能性

懸念あり

・許容できる業務最低限の設定
・上司・人事を含めた調整
・納得感の醸成
医学モデル＜社会モデル

要

不要

就業配慮の決定 ©Tateishi S, All Rights Reserved, 2016

まずは元の業務に戻ることから検討

428事例の分析から作成



「要求業務の大幅な変更」について
（積極的改善措置・アファーマティブアクション・ポジティブアクション）

• 権限が会社の側にある。

• もともと本人が対応している業務から大幅な変更が
必要な場合、会社側が受け入れるかどうかわからな
いケースが多々存在する。

• 要求業務の大幅な変更を意見書に記載することは、
結果的に雇用が損なわれ患者が不利益になることも
多いので、慎重に利用する。
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このコンテンツは、厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）
「医療機関における治療と仕事の両立支援の推進に資する研究（２０ＪＡ０６０１）」
研究代表者 産業医科大学 立石清一郎 により作成されました。
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